第４号様式（第13条関係）
　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長　様

所在地
企業名　　　　　　　　　　　　　印
代表者名　


経営革新型事業承継応援事業費助成金　実績報告書

　年　　月　　日付け新産創　第　　　号で交付決定を受けた標記事業が完了したので、経営革新型事業承継応援事業費助成金実施要領第13条の規定により下記のとおり報告します。

記

１　助成金交付決定額　　　　金　　　　　　　　　　円


２　事業実績
　　
　　別紙「助成事業報告書」のとおり（※）

３　添付書類
　(1)　調査・指導に係る代金の請求書の写し
　(2)　調査・指導に係る代金の領収書又は振込受付書（電子版含む）の写し
　(3)　調査・指導の成果物（調査報告書等）の写し

※助成事業報告書の書式は「調査委託用」と「指導委託用」に分かれていますので、該当するものを作成してください。

調査を委託した場合に作成してください。

別紙　助成事業報告書

助成事業により実施した経営計画策定に必要な調査に関する報告書
	調査の委託(外注)先
	

	調査テーマ
	

	NO
	調査実施年月日
	内容

	１
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日
	

	２
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日
	

	調査の具体の内容

	




	調査結果の、経営革新計画への反映内容

	




	今後の対応予定

	





※調査に係る成果物がある場合は、併せて提出願います。

調査終了後の経営計画




指導を委託した場合に作成してください。
別紙　助成事業報告書


助成事業により実施した経営計画策定に必要な専門家指導に関する報告書
	専門家等の氏名（名称）
	

	指導テーマ
	

	NO
	実施年月日
	内容

	１
	平成　年　月　日：　　時　～　時
	

	２
	平成　年　月　日：　　時　～　時
	

	３
	平成　年　月　日：　　時　～　時
	

	４
	平成　年　月　日：　　時　～　時
	

	５
	平成　年　月　日：　　時　～　時
	

	指導を受けた具体の内容

	




	指導結果の、経営革新計画への反映内容

	




	今後の対応予定

	





※指導に係る成果物がある場合は、併せて提出願います。
専門家指導終了後の経営計画


2

Microsoft_Excel_97-2003_Worksheet1.xls
事業計画書１

		別紙（第１号様式）

		経営革新型事業承継応援事業費助成金 事業計画書

		1　事業を承継する法人又は個人事業主について																		提出日　　年　　月　　日

		事業形態				　　　　　　□　法人　　　　　　□　個人事業主

		ふりがな

		所在地及び
連絡先				（〒　　　－　　　　　　）

						ＴＥＬ（　　　　　　-　　　　　－　　　　　　）　FAX（　　　　　　-　　　　　-　　　　　　　　）

		承継する者
（代表者）				ふりがな														生年月日		昭和・平成　　年　　月　　日生

						氏名

		承継される者
（代表者）				ふりがな														生年月日		昭和・平成　　年　　月　　日生

						氏名

		※異なる法人間での承継の場合は、承継される法人について記載				ふりがな

						法人名

						所在地		（〒　　　－　　　　　　）

						１．金属製品製造業　２．一般機械器具製造業　３．電気機械器具製造業
４．その他製造業（　　　　　　　　　　　　　　　　 ）　５．サービス業　６．建設業
７．小売業　８．運輸業　９．卸売業　10飲食業．11.その他（　　　　　　　　　　）														従業員		　　　　　　　人　　　　　

																						（うちパート・アルバイト：　　　　　　人）

		業務内容

		主要仕入先														主要販売先

		親会社及び
グループ会社

		当申請の
担当者

						ＴＥＬ（　　　　　　-　　　　　－　　　　　　）　FAX（　　　　　　-　　　　　-　　　　　　　　）　　　E-mail（　　　　　　　＠　　　　　　　　　　　　）　　　　　　

		２　事業承継の状況

		　(1)　申請時点における事業承継の状況

		　申請時点において　　　　　　　　　□事業承継済み　　　　　　　　　　□事業承継前

		事業承継日
（予定日）				　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

						※平成30（2018）年4月1日から2022年3月31日の間に事業承継を行った又は行うことを予定している場合が対象

		　(2)　事業承継の形態

		　□　① 同一法人内における退任、就任を伴う代表者交代による事業承継

		　□　② 法人間における事業の引継ぎ（吸収合併、新設合併、吸収分割、事業譲渡、株式交換、株式移転、株式譲渡）を
            行う事業承継

		　□　③ 個人事業主からの事業譲渡による個人事業主、法人への事業承継

		　 　※ 法人への事業譲渡の場合で、被承継者の個人事業主と承継者の法人代表者が同一人物の場合は対象外

		　□　④ 法人から個人事業主への事業譲渡

		承継者の被承継者との関係

		　□ 1.子　　□ 2.配偶者　　□ 3.兄弟姉妹　　□ 4.その他親族（　　　　）　　□5.従業員（親族外）　　□6.その他親族外（　　　　）



&C&12 １



事業計画書２

		３　事業承継を契機とした経営革新の概要

		　(1)　経営革新の内容（以下のいずれか１つを☑）

		　□　新商品の開発・生産														　□　新役務の開発・提供

		　□　商品の新たな生産・販売方式の導入														　□　役務の新たな提供方式の導入

		　□　その他の新たな事業活動（販路拡大や新市場開拓、生産性向上など事業の活性化につながる取組）

		経営革新プランの概要						今回の経営革新がもたらす新規性（新商品開発、新販路開拓等）を具体的に記入

		　(2)　経営計画策定のための調査・指導に期待する効果

		ア　現在の事業内容、業況

		（事業概要、受注動向、売上や利益の推移等）

		イ　経営革新計画の策定により、解決を図りたい課題等

		ウ　経営革新のための計画策定後の展望

		（新市場の開拓や、生産性の向上、抱える課題の解消などについて、具体例や見込み値を交えて記入）

		　(3)　経営計画

								過去２年間の実績（千円）								当期
（千円）
（　年　月期）				計画策定後３年間の見込み（千円）												伸率
②/①

								１期前
（　年　月期）				直近①
（　年　月期）								１期目
（　年　月期）				２期目
（　年　月期）				３期目②
（　年　月期）

		全体の売上高																														0.0%

				営業利益																												0.0%

										人				人				人				人				人				人		0.0%

								（　　　　　　人）				（　　　　　　人）				（　　　　　　人）				（　　　　　　人）				（　　　　　　人）				（　　　　　　人）



&C&12 ２



事業計画書３

		　(4)　調査・指導の実施計画

		調査・指導の依頼先 ①

		調査・指導の内容

		実施期間（実施回数）						　　　年　　月　　日　から　　　年　　月　　日　（　　　回）

		調査・指導の依頼先 ②

		調査・指導依頼の内容

		実施期間（実施回数）						　　　年　　月　　日　から　　　年　　月　　日　（　　　回）

		５　事業経費の内容及び助成金交付申請額

																										（金額単位：円）

		経費区分				品目名						単価
(Ａ)				数量
(Ｂ)		事業経費
(Ａ)×(Ｂ)				助成対象経費
(Ｃ)				助成金交付申請額
(Ｃ)×1/2以下

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

						小計												0				0				0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

						小計												0				0				0

						合計												0				0				0

																				助成金交付申請額						0

																		※１　助成金交付申請額は千円未満切捨てとなります。

																		※２　助成限度額は３０万円までとなります。



&C&12 ４
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営業利益



従業員数の推移()

（うちパート・アルバイト）
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Microsoft_Excel_97-2003_Worksheet2.xls
事業計画書１

		別紙（第１号様式）

		経営革新型事業承継応援事業費助成金 事業計画書

		1　事業を承継する法人又は個人事業主について																		提出日　　年　　月　　日

		事業形態				　　　　　　□　法人　　　　　　□　個人事業主

		ふりがな

		所在地及び
連絡先				（〒　　　－　　　　　　）

						ＴＥＬ（　　　　　　-　　　　　－　　　　　　）　FAX（　　　　　　-　　　　　-　　　　　　　　）

		承継する者
（代表者）				ふりがな														生年月日		昭和・平成　　年　　月　　日生

						氏名

		承継される者
（代表者）				ふりがな														生年月日		昭和・平成　　年　　月　　日生

						氏名

		※異なる法人間での承継の場合は、承継される法人について記載				ふりがな

						法人名

						所在地		（〒　　　－　　　　　　）

						１．金属製品製造業　２．一般機械器具製造業　３．電気機械器具製造業
４．その他製造業（　　　　　　　　　　　　　　　　 ）　５．サービス業　６．建設業
７．小売業　８．運輸業　９．卸売業　10飲食業．11.その他（　　　　　　　　　　）														従業員		　　　　　　　人　　　　　

																						（うちパート・アルバイト：　　　　　　人）

		業務内容

		主要仕入先														主要販売先

		親会社及び
グループ会社

		当申請の
担当者

						ＴＥＬ（　　　　　　-　　　　　－　　　　　　）　FAX（　　　　　　-　　　　　-　　　　　　　　）　　　E-mail（　　　　　　　＠　　　　　　　　　　　　）　　　　　　

		２　事業承継の状況

		　(1)　申請時点における事業承継の状況

		　申請時点において　　　　　　　　　□事業承継済み　　　　　　　　　　□事業承継前

		事業承継日
（予定日）				　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

						※平成30（2018）年4月1日から2022年3月31日の間に事業承継を行った又は行うことを予定している場合が対象

		　(2)　事業承継の形態

		　□　① 同一法人内における退任、就任を伴う代表者交代による事業承継

		　□　② 法人間における事業の引継ぎ（吸収合併、新設合併、吸収分割、事業譲渡、株式交換、株式移転、株式譲渡）を
            行う事業承継

		　□　③ 個人事業主からの事業譲渡による個人事業主、法人への事業承継

		　 　※ 法人への事業譲渡の場合で、被承継者の個人事業主と承継者の法人代表者が同一人物の場合は対象外

		　□　④ 法人から個人事業主への事業譲渡

		承継者の被承継者との関係

		　□ 1.子　　□ 2.配偶者　　□ 3.兄弟姉妹　　□ 4.その他親族（　　　　）　　□5.従業員（親族外）　　□6.その他親族外（　　　　）



&C&12 １



事業計画書２

		３　事業承継を契機とした経営革新の概要

		　(1)　経営革新の内容（以下のいずれか１つを☑）

		　□　新商品の開発・生産														　□　新役務の開発・提供

		　□　商品の新たな生産・販売方式の導入														　□　役務の新たな提供方式の導入

		　□　その他の新たな事業活動（販路拡大や新市場開拓、生産性向上など事業の活性化につながる取組）

		経営革新プランの概要						今回の経営革新がもたらす新規性（新商品開発、新販路開拓等）を具体的に記入

		　(2)　経営計画策定のための調査・指導に期待する効果

		ア　現在の事業内容、業況

		（事業概要、受注動向、売上や利益の推移等）

		イ　経営革新計画の策定により、解決を図りたい課題等

		ウ　経営革新のための計画策定後の展望

		（新市場の開拓や、生産性の向上、抱える課題の解消などについて、具体例や見込み値を交えて記入）

		　(3)　経営計画

								過去２年間の実績（千円）								当期
（千円）
（　年　月期）				計画策定後３年間の見込み（千円）												伸率
②/①

								１期前
（　年　月期）				直近①
（　年　月期）								１期目
（　年　月期）				２期目
（　年　月期）				３期目②
（　年　月期）

		全体の売上高																														0.0%

				営業利益																												0.0%

										人				人				人				人				人				人		0.0%

								（　　　　　　人）				（　　　　　　人）				（　　　　　　人）				（　　　　　　人）				（　　　　　　人）				（　　　　　　人）



&C&12 ２



事業計画書３

		　(4)　調査・指導の実施計画

		調査・指導の依頼先 ①

		調査・指導の内容

		実施期間（実施回数）						　　　年　　月　　日　から　　　年　　月　　日　（　　　回）

		調査・指導の依頼先 ②

		調査・指導依頼の内容

		実施期間（実施回数）						　　　年　　月　　日　から　　　年　　月　　日　（　　　回）

		５　事業経費の内容及び助成金交付申請額

																										（金額単位：円）

		経費区分				品目名						単価
(Ａ)				数量
(Ｂ)		事業経費
(Ａ)×(Ｂ)				助成対象経費
(Ｃ)				助成金交付申請額
(Ｃ)×1/2以下

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

						小計												0				0				0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

																		0								0

						小計												0				0				0

						合計												0				0				0

																				助成金交付申請額						0

																		※１　助成金交付申請額は千円未満切捨てとなります。

																		※２　助成限度額は３０万円までとなります。



&C&12 ４
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